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Bittman et al., 2003）。
 また、経済学者の Akerlof and Kranton（2000, 2010）はアイデンティティ経済学のフレーム
ワークから次のように説明する。経済主体は以下のようなアイデンティティ Ij が組み込まれた効
用関数 Uj を持っている。
Uj ＝ Uj（a j, a-j, Ij） （1.1）
Ij ＝ Ij（aj, a-j ; cj, εj, P） （1.2）
ここで Uj は個人 j の効用、Ij は個人 j のアイデンティティもしくは自己イメージであり、aj、a-j、
cj、εj、及び P はそれぞれ個人 j の行動、他人の行動、個人 j に割り当てられた社会的カテゴリー、
個人 j の諸特徴、そして社会的行動規範を表すベクトルである。（1.1）式は個人 j の効用が個人 j
の行動だけでなく他人の行動と個人 j のアイデンティティに依存することを表している。また













































を用い、社会学者により実証的に検証されてきた（Brines, 1994; Greenstein, 2000; Bittman 
et al., 2003; Evertsson and Nermo, 2004; Gupta, 2006, 2007, 2009; Killeawld and Gough, 





ディスプレイモデルの推定式を定式化し、アメリカ・ミシガン大学による Panel Study of 
Income Dynamics（PSID）のウェーヴ 20 から得たデータを用いてアメリカの妻の家事労働行動
が経済取引モデルにより説明されるのに対して夫のそれはジェンダー・ディスプレイモデルが説
明することを明らかにした。Greenstein（2000）はアメリカ・ウィスコンシン大学が提供する
National Survey of Families and Household（NSFH）の 1987 － 1988 年のデータを用い、独立
変数に夫妻別の家庭外労働時間分担比率を用いた場合には夫と妻ともに家事労働行動において
ジェンダー・ディスプレイを顕示することを明らかにした。Bittman et al.（2003）は 1992 年




ルも支持しないことを発見した。Evertson and Nermo（2004）は 1974 年、1981 年、1991 年
及び2000年におけるスウェーデンのLNU（Swedish Level of Living Survey）のデータと1973年、
1981 年、1991 年及び 1999 年の PSID のデータを用い、両国の夫と妻の家事労働行動を比較し
た。その実証分析の結果は、1981 年、1991 年、1999 年のアメリカの妻と 1973 年のアメリ
カの夫についてはジェンダー・ディスプレイモデルが説明するのに対し、スウェーデンの夫と妻
についてはすべての年次において経済取引モデルが説明することを示している。Killewald and 





支持していることを明らかにしている。Usdansky and Parker（2011）はアメリカの American 
Time Use Survey（ATUS）の 2003 年から 2006 年までのデータを用い、サンプルを妻がフルタ












した。また Ando（2011c）は公益財団法人家計経済研究所の 2007 年における「消費生活に関
するパネル調査」（JPSC）のデータを用い、20 歳以上 60 歳未満の同居する共稼ぎ夫婦の家事労
働行動について実証分析を行っており、その結果は、非常勤職に就く妻を持つ夫とそのような妻
はジェンダー・ディスプレイ行動をとることを明らかにしている 1。また、安藤（in press a）は




































する場合にはそこで得た自らの労働所得 Yw を用いて市場で消費財・サービスをX1w だけ購入する。
 ここで妻の効用 Uw が以下のようにこの家計で購入される消費財・サービス X と彼女の余暇 Lw
に依存して決定されると仮定する。
  Uw ＝ Uw（X，Lw）  （3.1）
 消費財・サービス X は、夫から受け取る妻の非労働所得 Yh の一部またはその全部と妻自身の
労働所得 Yw を用いて市場で購入される消費財・サービス X1 と、妻が家事労働で生産する消費財・
サービス X2w の合計として表される。





  X2 ＝ F（Hw），F′（Hw）＞ 0，F″（Hw）＜ 0  （3.3）
ここで X2 は妻の家事サービス生産高、Hw は妻の総家事労働時間である。この妻はその効用 Uw を、
以下のような時間と予算それぞれの制約
  Lw ＋ Nw ＋ Hw ＝ T  （3.4）
  X1h ＝αYh ＝ Yh，0 ≦α≦ 1  （3.5）






 以上を図示したものが図 3 － 1 である。縦軸には財・サービスの産出高と消費が、横軸には
時間がとられている。この妻は、その家事生産の限界生産物価値が実質賃金率に等しくなる点 A
で家事労働への時間配分を決定する。また、この妻は彼女の効用が最大化されるように残りの時







働への時間配分は T0T1、そして余暇への時間配分は OT1 となる。
 ここで Leed and von Allmen（2004）に従い、このモデルに夫の家事生産を導入しよう。こ
の妻の夫が家事生産関数を持ち、家事労働に T0T´0 だけ配分し、その時間を投入して OF1 だけ家
事生産高を産出したとする。また、この夫の家事労働時間とちょうど同じだけ妻の家事労働時間
が削減されたとしよう。このとき、妻の家事労働時間は TT´0 まで削減され、それに合わせて妻
は実質賃金率 w´ w を留保賃金とするため予算制約線は AW から A ́W ́ へと、そして彼女の効用が
最大化される点は Z から Ź へと移ってその効用は U から U ́ へ上昇し、彼女が市場労働と余暇












家事労働時間を T ́0T ́́0 だけ増やさず、その分だけ妻の家事労働時間が減らなかったとしよう。
この場合、夫の家事生産高は OF2 まで減少し、妻の家事労働の限界生産物価値は w ́́w にまで低
下し、それを留保賃金とせざるをえなくなる。そしてこの妻は予算制約線 Á́W ́́ 上の点 Z ́́ で
効用を最大化せざるをえなくなるために効用水準は U ́ から U ́́ まで低下し、余暇への時間配分









率をそれぞれ WSi,h 及び HWSi,h、また、妻のそれらをそれぞれ WSi,w 及び HWSi,w で表すこととする。
また、夫の現実の家庭外労働時間分担比率と家事労働時間分担比率をそれぞれ WSa,h 及び
HWSa,h、また、妻のそれらをそれぞれ WSa,w 及び HWSa,w で表すこととする。本論文では、夫婦が
家事労働分担においてジェンダー・ディスプレイを示している場合には、HWSi,h を HWSa,h が下
回り、HWSi,w が HWSa,w を上回っているものとの仮説を立てる。これら仮説を検証するに際して
は対応のある平均値の差の検定が行われる。サンプルは回答者総数 212 名から無回答及び該当
なしと答えた回答者を除いた、正規雇用もしくは非正規雇用で就労する 20 歳以上の既婚の男性
42 名及び女性 27 名である。
4.2　記述統計
表 4－ 1　記述統計
変  数 男性（n = 42） 女性回答者（n = 27）
最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差
A. 実証分析に用いた変数
 現実の家事労働時間分担比率 0.00 70.00 18.07 15.13 15.00 100.00 69.59 27.66 
 理想の家事労働時間分担比率 0.00 60.00 25.00 14.98 20.00 95.00 55.56 20.44 
B. その他の経済・社会・人口統計上の変数
 現実の家庭外労働時間分担比率 25.00 100.00 68.12 24.68 10.00 90.00 43.11 21.53 
 理想の家庭外労働時間分担比率 20.00 100.00 65.83 24.06 0.00 70.00 39.81 15.28 
 年  齢 1.00 5.00 3.14 0.98 1.00 5.00 3.44 0.97 
 就業上の地位：正規雇用 0.00 1.00 0.90 0.30 0.00 1.00 0.26 0.45 
 子どもの数 1.00 4.00 1.98 0.81 1.00 3.00 2.19 0.68 
 末子年齢 1.00 32.00 13.26 9.33 3.00 36.00 18.11 8.67 
 世帯所得 3.00 21.00 8.12 3.49 4.00 16.00 7.78 3.20 
 学  歴 1.00 3.00 2.40 0.59 1.00 3.00 2.26 0.59 






 表 4 － 1 には記述統計が示されている。まず男性の現実の家事労働時間分担比率については
最小値が 0.00％、最大値が 70.00％、平均値が 18.07％である。これに対してその理想の家事
労働時間分担比率は最小値が 0.00％、最大値が 60.00％、平均値が 25.00％であり、平均値で
は現実が理想を 6.93％下回っている。女性回答者の現実の家事労働時間分担比率は最小値が
15.00％、最大値が 100.00％、平均値が 69.59％である。一方、その理想の家事労働時間分担




庭外労働分担比率は、最小値が 25.00％、最大値が 100.00％、平均値が 68.12％であり、その
理想の家庭外労働時間分担比率は最小値が 20.00％、最大値が 100.00％、平均値が 65.83％と、
平均値で見た場合には現実が理想を 22.29％上回っている。これに対し、女性については、現実






 年齢は階級幅を 10 歳とする「1 20 ～ 29 歳」から「5 60 ～ 69 歳」までの 5 個の選択肢
と 6 番目の選択肢「6 70 歳以上」の合計 6 個が設けられており、男性回答者、女性回答者と
もに最小値が 1（20 ～ 29 歳）、最大値が 5（60 ～ 69 歳）、平均値がそれぞれ 3.14 と 3.44（と
もに 40 ～ 49 歳）である。就業上の地位は、男性の 90％、女性の 26％が常勤職であり、それ
以外はすべて非常勤職である。世帯所得は階級幅を 100 万円とする「1 100 万円未満」から「20
 1,900 万円～ 2,000 万円未満」までの 20 個の選択肢と「21 2,000 万円以上」の合計 21 個
が用意されており、男性については最小値が 3（200 万円～ 300 万円未満）、最大値が 21（2,000
万円以上。実際には 2,850 万円）、平均値が 8.12（800 万円～ 900 万円未満）である。これに
対し、女性については最小値が 4（300 万円～ 400 万円未満）、最大値が 16（1,500 万円～ 1,600
万円未満）、平均値が 7.78（700 万円～ 800 万円未満）である。学歴は「中学卒業」、「高校卒業」、
「短大・大学卒業」の 3 種類に分類され、それぞれに 1、2、3 を与えた結果、男性、女性ともに
最小値が 1、最大値が 3 であり、平均値は前者が 2.40、後者が 2.26 である。子どもの数は男性
の最小値、最大値、平均値がそれぞれ 1.00 人、4.00 人、1.98 人であるのに対し、女性のそれ
らはそれぞれ 1.00 人、3.00 人、2.19 人である。末子年齢については、男性が最年少が 1.00 歳、
最年長が 32.00 歳、平均値が 13.26 歳で、女性が最年少が 3.00 歳、最年長が 36.00 歳、平均
値が 18.11 歳である。最後に居住地は規模別に「15 大市」、「その他の市」、「郡部」に分けられ、
それぞれに対して 1、2、3 を与えた結果、男性、女性ともに最小値と最大値はそれぞれ 1.00 と



















  H ＇1：HWSi,h ≠ HWSa,h
を検証する。その結果は表 4 － 2 に示されており、有意水準 1％で帰無仮説 H1 は棄却され、対














  H ＇2：HWSi,w ≠ HWSa,w
を検証する。表 4 － 3 にはその結果が示されており、有意水準 0.1％で帰無仮説 H2 は棄却され、
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